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「恵庭市水道事業経営戦略について」 
 

北海道恵庭市水道部経営管理課 

主査 山本 学 

 

1．はじめに 
 
 恵庭市は、石狩平野の南部に位置し、面積 294.65㎢、人口約 69,000人の市です。（図 1）札幌

市と新千歳空港のほぼ中間にある恵まれた交通アクセスと、市内を東西に流れる漁川をはじめとし

た水と緑が豊かで穏やかな気候風土を背景に、早くから住宅地整備、都市基盤の整備を進め発展し

てきました。 

 市街地面積は市域の約 5％。そのほとんどが JR駅から 2kmの範囲におさまっており、都市機能

が集約されたコンパクトな市街地が形成されています。 

 支笏洞爺国立公園を後背地とした恵庭渓谷は、「白扇の滝」や「ラルマナイの滝」などが点在し、

市の観光スポットとして、また、最近では市民主導による花のまちづくりが盛んで「ガーデニング

のまち」として全国的に知られるようになりました。 

 

2．恵庭市の水道事業について 
 
 恵庭市水道事業は昭和 32年に島松簡易水道事業として認可を受けたものが始まりで、昭和 37

年には恵庭上水道事業として認可を受けています。昭和 43年に簡易水道事業と 2地区の専用水道

を恵庭上水道事業に統合し、現在に至っています。 
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 昭和 49年には、道央地区の人口の増加を受け北海道と江別市、千歳市、恵庭市、広島町（現北

広島市）を構成員とした石狩東部広域水道企業団が設立され、昭和 55年には同企業団の漁川浄水

場からの受水が始まっています。 

 平成 5年には、道央地区と空知南部地区の人口の増加により、夕張シューパロダムを水源とした

企業団の拡張事業の推進を図るため準備室が設置され、平成 7年度には創設事業の構成員のほか、

由仁町及び長幌上水道企業団が新たに参画し、企業団の拡張事業が開始されました。 

 平成 23年には、水道事業開始から 50年以上が経過した施設の更新を計画的に進めるためアセッ

トマネジメントを実施し、翌 24年には水道事業の基本方針である水道ビジョンを策定しています。 

 平成 26年には企業団の拡張事業が完成し、恵庭市直営の恵庭浄水場を廃止しました。これらに

よって、石狩東部広域水道企業団の「漁川浄水場」、平成 27年からは南隣の千歳市にある「千歳川

浄水場」からの受水により、市民に安全で安定的な水道水の供給を行うことができています。 

 

3．経営戦略策定の経緯 
 

 平成 26年度当初時点で、平成 27年度には、恵庭浄水場の廃止に加え、千歳川浄水場からの受水

開始、漁川浄水場からの受水単価改定による受水費負担の増加といった経営環境の大きな変化が見

込まれていました。そのため、中長期的な財政計画の策定が必要とされておりましたが、受水費単

価の正式な決定が平成 26年 8月とされていたため、庁舎老朽化、浄水場廃止処理などその他の課

題を整理しつつ、受水費単価の決定を待って概ね平成 26年度中に中長期的な財政計画の策定を行

うこととしました。 

 平成 26年 5月には各種課題のシミュレーションを開始し、同 8月に石狩東部広域水道企業団の

受水単価が決定したため財政計画の策定を本格的に進めていたところ、8月 29日付けで総務省よ

り「公営企業の経営に当たっての留意事項について」が通知され、経営戦略の策定についての方向

性が示されました。そこで検討を重ねた結果、通知の方針に沿った「恵庭市水道事業経営戦略」を

策定することに決定しました。なお、策定にあたってはコンサルティング会社に策定支援の委託を

行っています。 

 

4．水道事業の各種計画 
 
 恵庭市水道事業においては、事業運営にあたり各種計画を策定しています。（図 2） 

 恵庭市水道ビジョンは水道事業の全体的な施策の方向性を示し、水道事業の基本方針を策定した

もので、水道事業運営の根幹をなす計画に位置づけています。 

 恵庭市水道管路更新計画は、アセットマネジメントに基づき実施する投資の実施計画としていま

す。 

 恵庭市水道事業経営戦略は、今後の投資と財政にかかる中長期的な経営と設備投資の最適化を図

り、適切な財源確保を図るための投資・財政計画として水道ビジョンを補完するものとして位置づ

け、これらの計画が相互に補完し合い水道事業の経営を進めていくこととしています。 

 

5．経営戦略の策定 
 
（1） 重要な方針の決定 

 経営戦略を策定するにあたり、恵庭市では収支計画上決定しなければならない重要な事項が 



24 

 

大きく 2つありました。 

 1つ目は、浄水場廃止に伴う残債務の整理です。 

 恵庭浄水場は財政融資資金と旧公庫資金を利用しており、財政融資資金については任意繰上償還

の対象となるため、繰上償還を行うかどうかの判断が必要です。また、旧公庫資金については当然

繰上償還の対象となり、施設撤去費を含め施設整理債の借入を行うかどうかも判断しなければなり

ません。 

 2つ目は、水道庁舎の問題です。 

 恵庭市の水道庁舎は 2棟あり、事務所のある水道庁舎（平成 4年築）はバリアフリー化未対応で

狭隘化・老朽化も進んでおり、隣接する第 2庁舎（昭和 44年築）においては老朽化が著しく、耐

震化や居住性の問題から主に倉庫として利用していました。 

 そこで、水道庁舎の改修と共に第 2庁舎も大規模改修を行うのか、第 2庁舎を取り壊して庁舎の

増築を行うのかの判断が迫られていました。 

 これらそれぞれの条件により財政シミュレーションを計 8パターン行い、損益、内部留保および

現金残高の 3要素で最も効率的な案を採用する事とした結果、財政融資資金は繰上償還を行い、施

設整理債は借入を行わず、庁舎を増築する案を策定方針としました。 

（2） 水需要の予測 

 水道事業においては、水需要の予測は今後の収支に極めて大きな影響を与える重要な項目です。 

 恵庭市では国立社会保障人口問題研究所の予測値から人口推計を行い、過去 5ヵ年の調定データ

を用途別・口径別に使用水量を分析し有収水量を推計しました。（図 3） 

 その結果、年間調定件数は増加傾向にあるものの、節水器具、節水意識の普及や地下水への転換

などにより、有収水量は平成 19年度をピークに減少傾向にあり、少子高齢化の進展などによる人

口減少の影響も合わせ、今後も水需要の減少は続くものと見込んでいます。 
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（3） 経営課題の洗い出し 

 水道事業の経営課題の把握を行うため、検針・料金徴収委託業者を含む水道部全職員を対象にア

ンケートを実施しました。 

 その結果、さまざまな課題が挙げられ、その中でも特に技術の継承や人材育成に危機感を抱えて

いることや、災害対応や危機管理体制の見直しの必要性があるとの意見が寄せられました。 

（4） 投資・財政計画 

 投資計画では、水道管路更新計画で設定した内容により、平成 36年度までに耐震適合性を概ね

100％とすることを目標に、事業費を平準化するため管路の整備・改築費を年間 310百万円とする

こととし、財源には企業債のほか国庫補助金や一般会計出資金をできる限り活用することとしてい

ます。（表 1、表 2） 

 財政計画では、平成 27年度からの受水費負担の増加により営業費用が増加するため、浄水場 
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廃止に伴う減損損失の計上や維持管理費の削減、繰上償還の実施により経常損益の改善を図るとと

もに、さらに詳細な財政シミュレーションを行いました。（表 3、表 4） 

 また、費用の面では物価や人件費の上昇をどう見込むかの検討を行いましたが、消費者物価指数

の直近 10年間の平均が 100.47％と低迷している状況や、策定時点で物価に大きな変動も見られな

いことから上昇を見込まず、人件費においても、公務員給与の直近 10ヵ年のベースアップ平均改

定率がマイナスとなっており、人件費の実績推移では大きな増減傾向が見られないことから、上昇

は見込まないこととしました。 

（5） 今後の経営状況 

 策定作業の中でまとめた課題を解決するため、水道ビジョンの基本方針に基づき経営方針を定め、

それらの施策を反映しながら投資・財政計画をまとめました。 

 今後 30年間の収支見込（図 4）では、受水費の増大と水需要減少の影響から平成 32年度には収

益的収支が赤字に転落し、配水管の更新による減価償却費の増と企業債利子負担の増により、純損

失が年々増加する見込となっており、平成 53年度には内部留保資金が枯渇することとなります。 

 この結果を受け平成 32年以降には料金改定の検討を行う必要があると判断されますが、企業 
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団の料金算定期間が平成 35年度までとなっているため企業団の次期料金算定を待って、平成 35

年度から料金改定の検討を行うこととし、それまでは内部留保資金により赤字を補填することで経

営を行うものとしました。 

（6） 効率化・健全化の取り組みなど 

 次に、効率化・健全化に対しては、組織の効率化や広域化などの観点から取組み事項を設定して

います。 

 特に組織効率化に関しては、恵庭市水道部では平成 25年度に地方公営企業会計の適用を行なっ

た下水道事業も経営しており、組織的に一体となって公営企業の運営を行っています。今後は、各

種業務や事務分掌の見直しを行い、さらに事務・業務の効率化を図る必要があります。 

 また、恵庭市では浄水場の廃止により、全て企業団から用水供給を受けることに加え、それまで

浄水場で行なっていた配水池の運転管理を企業団に委託することで、広域化による事務の効率化を

図りました。 

 情報公開に関しては、素案の策定後には議会への説明やパブリックコメントの募集を実施しまし

た。また、経営戦略策定後においては、議会への報告、ホームページへの掲載、さらには公共料金

等審議会への説明などを実施してきています。 

 今後水道料金の改定が見込まれる現状の中、市民へ水道事業の経営状況を詳細に伝え、料金改定

への理解を得る必要があることから、市民へ提供する情報とその内容をより一層充実させる必要が

あります。水道事業への理解を深めるため市の広報誌を利用するなどし、更なる市民周知を図りた

いと考えています。 

 その他として、今回の経営戦略策定にあたり詳細な分析を行い、これらについても経営戦略を策

定する上での基礎データとしています。 

 内容は、職員の年齢構成や経験年数構成の分析、類似団体と近隣団体との経営指標の比較、さら

に水道水の使用状況の分析などを行なっています。これにより、中堅層が少なくいびつな年齢構成

を解消するため、計画的な人材育成の必要性や、使用水量の減少や経営環境の変化への対応の必要

性が明らかとなっております。 

 

6．経営戦略の効果 
 
 経営戦略の効果として第 1に、これまで漠然としていた将来の財政状況が明らかになり、将来の

投資・財政状況や料金のあり方が明確になりました。 

 第 2に、経営の課題や組織、業務の方向性を明確に示すことができ、人材育成や業務上の課題が

洗い出されました。 

 第 3としては、人事異動によりはじめて公営企業会計に従事する職員のために企業会計の講習会

を行うなど、企業会計を理解することで各自の立場から企業経営を考えるようになり、職員の意識

が向上しました。 

 第 4としては、議会に対し複数回の説明を行なったところですが、その結果、議会からも公営企

業会計の勉強会開催の要請があり、経営戦略を作成することによってより大きな関心を持ってもら

えました。また、公共料金等審議会においては、公募により選出された委員から、水道事業の経営

を理解ができたという意見や、将来的に水道料金を値上しなければならないのならば早く改定した

ほうがいいのではといった建設的な意見が寄せられるなど、市民や議会の理解を向上することがで

きました。 
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7．今後の課題 
 
 経営戦略のフォローアップで今後予算・決算が確定次第、収支見直しを修正していくとともに、

企業団の供給単価が変更されるなど条件に大きな変更があった場合は、計画期間が経過していなく

ても改定を行うこととしています。 

 ただし、フォローアップの際に水需要等推計値の見直しを行うのか、当該年度の実績値のみ修正

するのか検討する必要があります。 

 また、議会や市民には平成 32年度から赤字に転落するとの情報提供を行っていますが、その結

果が変わった場合はどう周知するのかが今後の課題となっています。 

 今回の平成 28年度予算においても、経営戦略では計上してなかった経費が入ってくるなど、早

くも計画値との誤差が出てきております。 

 また、平成 25年度に公営企業に移行した下水道事業においても経営戦略を策定する予定となっ

ており、平成 28年度にアセットマネジメント・経営戦略のうち投資計画を策定し、平成 29年度に

経営戦略の完成を目指しています。 

 

8．おわりに 
 
 恵庭市ではいち早く経営戦略の策定を行いましたが、全国に先例が無く、総務省からの通知を頼

りに策定を進めてきました。そのため、データの分析・表現方法、経営や計画の方向性のつけ方、

市民・議会等への周知方法など、一つ一つ判断が迫られる困難な作業でしたが、多くの方々の助け

を借りなんとか策定することができました。 

 これからも、経営戦略をより効果的なものにして行くためにも、研究を進め、意見を交わしてい

きたいと考えております。 

 


